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番号 主なご意見等の概要 金融庁の対応 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融庁は店頭 FX規制（レバレッジ規制）強化を検討

しているとのことだが、既に日本では国際的にみても最

高レベルの厳しい規制がなされている。 

これに対して、現在問題になっている仮想通貨は世界

中で規制が進んでいるが、日本では厳格な規制は定めら

れていない。FXの値動きはリーマンショックのような歴

史的な金融事件があった場合においても一日に数％程

度であったが、仮想通貨の値動きは一日に 50％を超える

こともあり、日々の価額の変動は FXの数十倍となって

いる。 

この様な危険な仮想通貨に、FXを辞めて手を出してい

る投資家はすでに一定数おり、仮想通貨関連のトラブル

に巻き込まれている投資家も存在する。 

そのような状態で更に店頭 FX規制を強化した場合、

店頭 FXから仮想通貨に流れる投資家が増えることが予

想される。金融庁の勝手な判断で過剰な規制を進められ

ることのないよう、適切なご判断をいただきたい。 

  

我が国の店頭外国為替証拠金取引（店頭 FX取引）市場については、近年そ

の取引規模が 5,000兆円程度まで拡大しており、店頭 FX業者の決済リスク管

理を不十分なままにしておけば、外国為替市場や金融システムにも影響を及

ぼし、システミックリスクに繋がる可能性を有しており、その決済リスク管

理の重要性が高まっていると考えられます。このような問題意識の下、本年

２月に「店頭 FX業者の決済リスクへの対応に関する有識者検討会」を設置し

ました。 

その後、「個人投資家の意見も聞いた上で検討すべき」といったご意見が寄

せられたことから、同検討会では、個人投資家を含めた幅広い利用者からの

意見募集を行い、その結果も踏まえて、先般報告書が取りまとめられました

（6月 13日公表）。 

報告書では、店頭 FX 業者の決済リスク管理強化に向けた対応策として、自

己資本・ストレステストの拡充や取引データの報告制度の充実を図ること等

が盛り込まれており、今後、金融庁では、報告書で示された各施策について、

適切な対応を行ってまいります。 

なお、暗号資産（いわゆる仮想通貨）については、仮想通貨交換業等をめ

ぐる諸問題について制度的な対応を検討するため、「仮想通貨交換業等に関す

る研究会」を設置し、本年４月より、ご議論いただいているところです。 

 


